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東京電力福島第一原発の周辺に所在する事業主に係る
雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金に関す
る特例の一部延長

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災への対応の緊急性を踏まえ、
初回計画届の遡及適用及び事業活動の縮小に係る特例については、平成２３年
６月１６日までに提出された分をもって終了しましたが、東京電力福島第一原
発の周辺に所在する又は所在していた事業主については、下記のとおり延長と
なりました。

記

１ 対象事業主
東京電力福島第一原発の「緊急時避難準備区域」及び「屋内退避指示が解

除された地域」に所在している事業主、並びに「警戒区域」及び「計画的避
難区域」に所在していた（いる）事業主であって当該区域外に移転準備もし
くは移転している事業主

２ 特例措置
（１）事前に届け出る必要のある計画届の事後提出が可能となる特例
（２）震災後に当該事業所が助成金を利用可能となった日以後１ヶ月の生産

量などがその直前の１ヶ月又は前年同期と比べ５%以上減少する見込み
の事業主を対象とする特例

３ 延長期間
平成２３年６月１６日まで → 平成２３年７月２１日まで

※ なお、支給申請書の提出期限につきましては、当該計画届を提出した日
の翌日から起算して２ヶ月以内となります。

別紙リーフレット『東京電力福島第一原発の周辺に所在する事業主の皆様へ』
をご参照ください。
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